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制度名 問い合わせ先

地域中小企業・小規模事業者人材確
保等支援事業

地域の学生を含む若者、女性（主婦等）、シニア等の多様な人材の中から中小
企業・小規模事業者の即戦力人材を広く発掘してマッチンングから定着までを
一貫支援する地域人材コーディネート機関を設置し、中小企業・小規模事業者
における人材確保を支援します。
●中国地域の採択先（事業実施エリア）
［鳥取県］（公財）ふるさと鳥取県定住機構
［島根県］島根県中小企業団体中央会
［岡山県］岡山県中小企業団体中央会
［広島県］(一社)中国地域ニュービジネス協議会
［山口県]㈱アソウ・ヒューマニーセンター
●事業実施期間
　平成２７年度
●実施される主な事業内容
　・職場実習・体験、中小企業訪問バスツアー、企業の魅力発信レポート取材・
　 制作・発表
　・合同企業説明会、カウンセリング
　・若手従業員定着セミナー

【制度概要に関して】
中国経済産業局 産業人材政策課
　TEL：０８５７－２４－４７４０

【鳥取県内の取り組みに関して】
（公財）ふるさと鳥取県定住機構
　TEL：０８５２－２１－４８０９

【島根県内の取り組みに関して】
島根県中小企業団体中央会
　TEL：０８５２－２１－４８０９

【岡山県内の取り組みに関して】
岡山県中小企業団体中央会
　TEL：０８６－２２４－２２４５

【広島県内の取り組みに関して】
(一社)中国地域ニュービジネス協議会
　TEL：０８２－２２１－２９２９

【山口県内の取り組みｍに関して】
㈱アソウ・ヒューマニーセンター
　TEL：０９２－７３３－８２９３

若年労働者の確保、育成と技能継承を図り、建設労働者の雇用の改善、技能
の向上に取り組む中小建設事業主、事業主団体に対する助成。

高年齢者雇用安定助成金
（労働移動支援メニュー）

中高年齢者、若年者、障害者等、職業経験、技能、知識等から就職が困難な
求職者を、試行雇用（トライアル雇用）として雇い入れた事業主に対する助成。

建設労働者確保育成助成金

事業の縮小などに伴い、離職を余儀なくされる労働者に対して再就職援助の
ための措置を講じた事業主に対する助成。

労働移動支援助成金
（再就職支援給付金）

■人材確保
制度の概要

特定求職者雇用開発助成金
高年齢者、障害者、母子家庭の母及び父子家庭の父等の就職が特に困難な
者又は大震災に係る被災者を、継続して雇用する労働者として雇い入れた事
業主に対して賃金の一部を助成。

厚生労働省の各県労働局（巻末参照）
　及び最寄りの公共職業安定所

試行雇用奨励金

定年退職予定者を職業紹介事業者の紹介で雇い入れた事業主に対する助
成。

地域雇用開発奨励金
過疎地域において、事業所設置または整備し、その地域に居住する求職者等
を雇い入れた事業主に対する助成。

雇用調整助成金
景気の変動、産業構造の変化等に伴う経済上の理由により、事業活動の縮小
を余儀なくされ、休業、教育訓練、出向を行った事業主に対する助成。

障害者雇用の経験のない中小企業(50人～300人規模）において、初めて身体
障害者、知的障害者、精神障害者を雇用する事業主に対する助成。

障害者初回雇用奨励金

      ４ 
   雇用・人材育成 
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制度名 問い合わせ先

地域中小企業・小規模事業者ＵＩＪ
ターン人材確保等支援事業

【制度概要に関して】
中国経済産業局 産業人材政策課
　TEL：０８５７－２４－４７４０

【鳥取県内の取り組みに関して】
（公財）ふるさと鳥取県定住機構
　TEL：０８５２－２１－４８０９

【島根県内の取り組みに関して】
島根県中小企業団体中央会
　TEL：０８５２－２１－４８０９

【岡山県内の取り組みに関して】
岡山県中小企業団体中央会
　TEL：０８６－２２４－２２４５

【広島県内、山口県内の取り組みに関
して】
(一社)中国地域ニュービジネス協議会
　TEL：０８２－２２１－２９２９

制度名 問い合わせ先

制度名 問い合わせ先

広島県商工労働局産業人材課
　ＴＥＬ：０８２－５１３－３４２２
　Mail:syojinzai@pref.hiroshima.lg.jp

職業開発協会と企業との共同体に対して若年者の期間雇用と職業訓練の実
施を委託し、正規雇用に結びつけるとともに、技能承継を推進する。
　　⇒共同体事務局経費、集合・実務研修経費、賃金について支援

鳥取県商工労働部雇用人材総室
　TEL:０８５７－２６－７２２２

特定企業や建設業団体等が行う建設業の魅力を発信し、人材確保に資する取
組に対してその経費の一部を補助する。
（対象経費：広告宣伝費、印刷費、会場借り上げ代、講師謝金等）
○経費補助額　　実施経費の１／２（但し、上限７５万円）

鳥取県県土整備部技術企画課
　TEL:０８５７－２６－７４９９

●広島県
制度の概要

即戦力人材等確保支援事業
企業の即戦力人材等の確保を支援するため、東京、大阪などに開設した無料
職業紹介所において、県内企業から出された求人と、広島県内へのＵＩターン
就職を希望する求職者とのマッチングを行う。

企業の農業参入に必要となる人材確保・育成のための試行的な取組み経費
（具体的な事業内容、要件等は市町村が定める）

各市町村農業担当課

若年者等への技能承継推進事業

制度の概要

少子高齢化や大都市への人口流出が進み、地域中小企業・小規模事業者の
新たな事業や雇用を創出していく担い手となりうる優秀な人材の確保が求めら
れる中、ＵＩＪターンを希望する都市部の若者と地域の企業とのマッチンングか
ら定着までを一貫支援する地域人材コーディネート機関を設置し、中小企業・
小規模事業者の人材確保を支援します。
●中国地域の採択先（事業実施エリア）
［鳥取県］（公財）ふるさと鳥取県定住機構
［島根県］島根県中小企業団体中央会
［岡山県］：岡山県中小企業団体中央会
［広島県及び山口県］：(一社)中国地域ニュービジネス協議会
●事業実施期間
　平成２７年度
●実施される主な事業内容
　・職場実習・体験、都市部の若者と地域企業の交流イベント
　・合同企業説明会、カウンセリング
　・若手従業員定着セミナー

鳥取県県土整備部県土総務課
　TEL:０８５７－２６－７４５４

●鳥取県
制度の概要

農業に従事する人材の確保・育成
（市町村交付金）

将来の建設産業担い手育成支援事
業
（高校生のインターンシップ）

県内建設関係企業の高校新卒者確保のため、企業によるインターンシップ受
入れの支援や土木系OB職員による研修を実施する。

鳥取県県土整備部技術企画課
　TEL:０８５７－２６－７４９９

未来を支える建設技術者・技能者の
確保・育成事業
（建設業の魅力発信事業費補助）

将来の建設産業担い手育成支援事
業
（新規入職者トレーナー事業）

雇用のミスマッチを防止し定職率の向上を図るため、新規入職した建設技術
者・技能労働者等について、その者の１ヶ月間の賃金相当額及び４ヶ月間の
OJTに要する建設業者の人件費の一部を補助する。
○経費補助額　新規入職者賃金相当上限約16万円/人
　　　　　　　　　　トレーナー経費　3万円/新規入職者/月（４か月以内）

建設業で働く女性の就労環境整備事
業

女性労働者のための環境整備（トイレ、更衣室などのようなハード整備）経費に
要した経費の一部を補助する。
○経費助成額　実施経費の１／２（但し、上限は２２．５万円）

鳥取県県土整備部県土総務課
　TEL:０８５７－２６－７４５４
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制度名 問い合わせ先

制度名 問い合わせ先

技能振興推進事業費補助金
(技能後継者育成経費）

・対象者：技能検定職種に係る認定職業訓練を従業員に受講させる事業者
・事業内容：従業員へ認定職業訓練を受講させるのに必要な経費の一部を
　　　　　　　補助する。
・補助内容：入学金、事業主負担金（初年度分）が補助対象
・補助率：補助対象経費の１０／１０以内（訓練生１人当たり３万円が上限）

鳥取県技能士会連合会
　ＴＥＬ：０８５７－２２－３４９４

鳥取県商工労働部雇用人材総室
労働政策室
　ＴＥＬ：０８５７－２６－７２２２

技能振興推進事業費補助金
(研修等経費）

・対象者：県内に事務局を置く、技能士会等の技能検定職種に係る非営利の
　　　　　　事業主団体等
・事業内容：技能の資質向上を目的とした研修会、会議の開催又は参加に
　　　　　　　要する経費の一部を補助する。
・補助内容：講師に係る謝金及び旅費、会場設備に係る使用料及び賃借料、
　　　　　　　研修会、会議の開催又は参加に係る需用費が対象。
・補助率：補助対象経費の1／２（１団体当たり５０万円が上限※）

※研修経費以外にも技能振興のための展示会開催経費（補助率１０／１０）、
技能競技大会参加経費等へも補助制度（補助率１／２）があり、それらを合わ
せて１団体当たり５０万円が上限となります。また予算の都合で申請額満額が
補助されるとは限りません。詳細は鳥取県技能士会連合会へお問い合わせ下
さい。

太陽光発電システムに係る
人材の育成

太陽光発電システムの施工・維持管理事業従事者、今後新規参入を検討する
事業者等を対象に、施工及び維持管理に関する知識・技術向上のための応
用・実践研修を開催する。

鳥取県商工労働部立地戦略課
ＴＥＬ：０８５７－２６－７５６４

鳥取県版経営革新計画（スタート型、
成長・拡大型）

新たな事業展開や販路開拓、経営改善などに積極的に取り組む県内中小企
業を、企業の成長段階に応じて支援。（「スタート型：合計上限５００万円、２４ヶ
月以内」「成長・拡大型：合計上限１０００万円、３６ヶ月以内」、補助率：商品開
発・販路開拓等１／２、設備投資２／３、正規雇用１０／１０）

鳥取県商工労働部経済産業総室
企業支援室
ＴＥＬ：０８５７－２６－７２４３

在職者訓練（公共職業訓練）

企業の従業員を対象に、仕事で必要な技能・知識・資格の習得のため訓練を
実施する。
　・訓練コース：ＣＡＤ科、パソコン基礎科等

産業人材育成センター倉吉校
　ＴＥＬ：０８５８－２６－２２４７

産業人材育成センター米子校
　ＴＥＬ：０８５９－２４－０３７２

キャリア形成促進助成金

将来の建設産業担い手育成支援事
業
（スキルアップ研修事業）

①工事現場を管理する建設技術者として必要な資格である一級・二級土木管
理技士の資格取得に向けて、民間が開催する研修の参加経費を助成する。
　　○経費助成額　３０千円/人
②県が行う集中研修（※）参加者の研修期間中の業務のフォローに要する建
設業者の人件費相当額を助成する。
　　○経費助成額　４０千円/人
（※）県では、二級土木施工管理技術検定試験の実地試験対策のための研修
を実施（無料）

鳥取県県土整備部技術企画課
　TEL:０８５７－２６－７４９９

鳥取県建設技術センター研修
建設業に従事する建設業関係職員及び行政職員を対象に各種研修講座を設
け、技術力の向上を図る。

鳥取県建設技術センター
　TEL:０８５８－２６－６０５１
鳥取県県土整備部技術企画課
　TEL:０８５７－２６－７４１０

●鳥取県
制度の概要

キャリアアップ助成金

有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者といった、いわゆる非正規雇用
の労働者の企業内でのキャリアアップ等を促進するためのキャリアアップ計画
を作成し、当該計画に基づき、正規雇用への転換、人材育成、処遇改善などの
取組を実施した事業主に対する助成。

厚生労働省の各県労働局（巻末参照）
及び最寄りの公共職業安定所

労働者のキャリア形成を効果的に促進するため、職業能力開発に関する計画
（事業内職業能力開発計画および年間職業能力開発計画）を作成し、当該計
画に基づき、職業訓練などと段階的かつ体系的に実施する事業主に対して、
その経費を訓練期間中に支払った賃金の一部を助成。

再就職援助計画等の対象となった労働者の雇い入れ等を行い、それらの労働
者に対して職業訓練を実施する事業主に対して、その経費と訓練期間中に支
払った賃金の一部を助成。

■人材育成
制度の概要

労働移動支援助成金
（受入れ人材育成支援奨励金）
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制度名 問い合わせ先

制度名 問い合わせ先

制度名 問い合わせ先

●広島県
制度の概要

●岡山県
制度の概要

技術力向上研修会、
資格取得のための講習会

(公財)岡山県建設技術センターにおいて、建設業者の技術力向上のための研
修や資格取得のための講習会（土木施工管理技術検定試験受験準備の講習
会）などを行う。

(公財)岡山県建設技術センター
　TEL:０８６－２８４－４５１０
岡山県土木部技術管理課
　TEL:０８６－２２６－７４０９

ニューフォレスター育成支援事業

林業労働者の確保の促進に関する法律に基づく合理化計画を作成し、県知事
の認定を受けた林業事業体（認定事業体）が、18～55歳までの新規就業者を
対象とした職場内研修を実施する場合、就業１年目の研修に対し、研修生１人
当たり月額３万円の技術習得推進費を助成する。
また、県及び市町村管理の森林利用施設等において、森林組合等林業事業
体が実施する森林作業の基本動作の習得や安全作業の能力向上を図るため
の技術習得の場を提供する。

岡山県農林水産部林政課普及指導班
　TEL:０８６－２２６－７４５１

認定職業訓練助成事業費補助金

事業主等が、中小企業事業主に雇用されている従業員等に認定職業訓練（職
業能力開発促進法に定める基準に基づく訓練として知事の認定を受けたもの）
を行う場合、運営費、施設及び設備費の一部を補助します。（補助率：補助対
象経費の２／３以内）

島根県商工労働部雇用政策課
　TEL:０８５２－２２－５２９９

在職者訓練
在職技能労働者を対象に、職業に必要な専門的な知識及び技能・技術の習得
を目的として、比較的短期間、県立高等技術専門校で職業訓練を行う。

●島根県
制度の概要

在職者訓練

在職者個人のキャリア形成支援、中小企業の人材育成支援
・実施主体：県立高等技術専門校，技術短期大学校
・対象者：在職者
・受講料：実費相当
・内　　容：（１）企業ニーズを基にしたオーダーメイド型訓練、在職者個人
　　　　　　　のキャリア形成。職業能力向上を支援する講座（１２時間以上）
　　　　　　　例：第一種電気工事士学科準備講習等
　　　　　　 （２）事業主からの要請による指導員派遣
　　　　　　　　（短時間：１２時間程度）
　　　　　　　例：溶接加工、機械加工等

広島県商工労働局職業能力開発課
　TEL:０８２－５１３－３４３２
Mail:syosyokunou@pref.hiroshima.ｌg.jp

岡山県産業労働部労働雇用政策課
　TEL:０８６－２２６－７３８７
岡山県立南部高等技術専門校
　TEL:０８６－４２４－３３１１
岡山県立北部高等技術専門校
　TEL:０８６８－２６－１１２５
岡山県立北部高等技術専門校美作校
　TEL:０８６８－７２－０４５３

施設内訓練
　・普通課程訓練
　・短期課程訓練

本県基盤を支える中小企業への人材供給及び離転職者の再就職促進に必要
な訓練を実施
・実施主体：県立高等技術専門校
・対象者
　　（普通課程）：新規学卒者、若年求職者（概ね３０歳以下）
　　（短期課程）：離転職者（年齢制限なし）
・訓練期間：２年～６箇月
・内容：建築、機械、溶接、設備メンテナンス、介護、OA事務等
・受講料等
　（普通課程）：選考料２，２００円、入校料５，６５０円、
　　　　　　　　　授業料１１８，８００円（年額）
　（短期課程）：無料
　※ただし、教材等の実費相当分は別途本人負担

広島県商工労働局職業能力開発課
　TEL:０８２－５１３－３４３２
Mail:syosyokunou@pref.hiroshima.ｌg.jp
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制度名 問い合わせ先

制度名 問い合わせ先

●山口県
制度の概要

在職者訓練

職業に必要な技能や知識の習得を図るため、労働者の職業生活の全期間に
わたって段階的かつ体系的に職業訓練を実施する。
・実施主体：県立高等産業技術学校
・対象者：在職者
・訓練期間：６箇月以内（６時間以上）
・内容：木工技術、型枠技術、第一種電気工事士（技能）等
・定員：１０～６０人／１コース（標準）
・受講料：実費負担

山口県商工労働部労働政策課
　TEL:０８３－９３３－３２３４施設内訓練

　・普通課程
　・短期課程

多様な技能・知識を有する技能労働者の養成及び離転職者等の求職者が就
業に必要な技能を身につけるための訓練を実施する。
・実施主体：県立高等産業技術学校
・対象者（普通課程）：高等学校等新規卒業者、離転職者
　　　　　　　　　　　　　（１８歳以上３４歳以下）
　　　　　（短期課程）：離転職者、高等学校等新規卒業者
　　　　　　　　　　　　　（年齢制限なし）
・訓練期間（普通課程）：１年～２年
　　　　　　　（短期課程）：６箇月～１年
・内容：木造建築科、内装リフォーム科等
・受講料等
（普通課程）：選考料 2，200円、入校料 5，650円、授業料 118，800円（年額）
（短期課程）：　無料
※　ただし、テキスト代等の実費は別途本人負担

認定職業訓練
（運営費等補助）

中小企業事業主又は中小企業事業主団体等が職業能力開発促進法に定める
基準による県知事の認定の職業訓練を行った場合、運営に要する経費の一部
を補助する。
・補助対象経費：指導員及び講師の謝金、手当、施設借上及び維持、機械
　　　　　　　　　　購入経費、指導員研修、訓練生合同学習等経費、教材費、
　　　　　　　　　　管理運営費、その他厚生労働大臣が必要と認める経費

●広島県

認定職業訓練

中小企業事業主団体が職業能力開発促進法に定める基準による県知事の認
定の職業訓練を行った場合、運営に要する経費の一部を補助。
・補助対象経費：指導員及び講師の謝金、手当、施設借上及び維持、
　　　　　　　　　機械購入経費、指導員研修、訓練生合同学習等経費、
　　　　　　　　　教材費、管理運営費、その他厚生労働大臣が必要と認める経費

広島県商工労働局職業能力開発課
　TEL:０８２－５１３－３４３１

制度の概要

イノベーション人材等育成事業

・補助対象者：新分野・新事業への展開や競争力強化に向け，新たな価値を生
み出す知識・技術の習得に取り組む，県内に本社・本店を置く，中小・中堅企
業。
・補助率：２／３以内
・限度額：４００万円以内／年・人
　　※ 研修区分により補助率，限度額が異なる。
・補助対象経費
　【国内研修】　入学料，受講料，旅費　等
　【国外研修】　上記に加え，渡航料，保険料　等
　　※研修期間によっては，派遣する社員，代替社員の人件費も対象

広島県商工労働局産業人材課
　ＴＥＬ：０８２－５１３－３４２０
　Mail:syojinzai@pref.hiroshima.lg.jp
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